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地方公共団体の定員管理については、｢地方公共団

体における行政改革の推進のための新たな指針（平

成１７年３月２９日付け総務事務次官通知）」に基づい

て、平成１７年４月１日を基準とし、平成２２年４月１

日までの５年間の定員適正化に向けた数値目標を「集

中改革プラン」に掲げるよう要請があり、府内市町

村においては全団体が策定・公表したところである。

今後は、公表した「集中改革プラン」の中で明示

した定員管理の数値目標の実現に向け着実に取り組

んでいくことが重要である。

本稿は、各団体が適正な定員管理を進める上での

基礎資料としていただくため、府内市町村（大阪

市・堺市を除く。以下同じ。）、一部事務組合及び広

域連合（以下「一部事務組合等」という。）に関する

｢平成１８年地方公共団体定員管理調査｣結果の概要を

まとめたものである。

（注）平成１３年調査から介護保険関係職員（平成１３

年４月１日現在５８１人）の計上部門が、一般行

政部門の中の民生部門から、公営企業等会計部

門の中のその他へ移動されている。平成１３年調

査以降の数値は、そのまま掲載しているため、

平成１２年以前の調査の数値と比較する場合は、

この点にご注意願いたい。

平成１８年４月１日現在における府内市町村及び一

部事務組合等の総職員数は５０,１７１人となっており、

対前年比で１,１６６人（２.２７％）減少している。

これを団体区分別に見ると、市が４４,７６５人（対前

年比１,０４０人、２.２７％の減）、町村が２,０４０人（同７３

人、３.４５％の減）、一部事務組合等が３,３６６人（同５３

人、１.５５％の減）となっている。

次に、これを行政部門別に見ると、一般行政部門

が２６,０８８人（対前年比８３１人、３.１％の減）、特別行

政部門が１３,２２２人（同２５６人、１.９％の減）、公営企

業等会計部門が１０,８６１人（同７９人、０.７％の減）と

なっている。

平成８年以降の１０年間においては、総職員数は

８,９７３人（対平成８年比１５.１７％）減少し、平成８年

の５９,１４４人をピークに、平成８年からは１０年連続で

減少している。

総職員数の状況
（表－１、表－２、表－３）

はじめに

｢平成１８年地方公共団体定員管理調査｣
結果の概要について

大阪府総務部市町村課（問い合わせ：０６－６９４１－０３５１（内線２２１３））

表－１　団体区分別職員数

表－２　総職員数の推移（平成８年～平成１８年）
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大部門別職員数の状況を見ると、前年より増加し

ている部門は、その他公営企業等会計（対前年比１０９

人、８.１％の増）、消防（対前年比１６人、０.３％の

増）、病院（対前年比１６人、０.３％の増）等の５部門

となっている。

また、減少している部門については、減少数が多

い部門は教育（対前年比２７２人、３.７％の減）、民生

（同２６３人、２.９％の減）、衛生（同２１０人、３.９％の

減）等となっており、減少率が高い部門は、労働

（同８人、９.４％の減）、農林水産（同２４人、６.６％の

減）等となっている。

次に、小部門別職員数の状況を見ると、前年より

増加している部門は、介護保険事業が１０１人（対前

年比２０.９％）と最も多く、以下福祉事務所２８人（同

１.７％）、防災２３人（同１６.０％）等となっている。

また、減少している部門では、保育所が１９４人（対

前年比３.７％）の減と最も多く、以下水道１１０人（同

５.０％）、総務一般９６人（同４.５％）等となっている。

職種別職員数の増減数で見ると、看護師、保健師･

助産師、消防吏員、生保担当ケースワーカー等が増

加しており、その他の一般事務職、保育所保育士、

清掃職員、その他の技能労務職、調理員等が減少し

ている。

職種別職員数の状況（表－５）

部門別職員数の状況（表－３、表－４）

表－３　大部門別職員数

表－４　小部門別職員数の増減状況

表－５　職種別職員数
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一般行政職に属する職員の職務上の地位別職員数

の状況を見ると、局長級・部長級（相当職を含む。

以下同じ。）７４３人（対前年比７人、１.０％の増）、部

次長級９５４人（同７人、０.７％の減）、課長級２,４０２人

（同２８人、１.２％の増）、課長補佐級２,９５５人（同９９人、

３.２％の減）、係長級５,２４２人（同３７３人、６.６％の減）

となっている。

その結果、係長級以上の役職者数は、１２,２９６人

（対前年比４４４人、３.５％の減）で、一般行政職の全

職員に占める割合は６０.３％となっている。

集中改革プランにおける平成２２年４月１日時点の

数値目標は、府内市町村合計で４３,４８９人であり、平

成１７年４月１日時点の４７,９１８人と比べ４,４２９人の減

少、率にして９.２％の減となっており、全国平均の

７.９％の減を大きく上回っている。

１年を経過した平成１８年４月１日時点の総職員数

は４６,８０５人で、数値目標に対する進捗率は２５.１％で

あり、各団体で進捗率にばらつきが見受けられるが、

概ね順調に推移しているといえる。

以上、｢平成１８年地方公共団体定員管理調査｣の結

果を概観してきたが、これまで述べたように、各団

体において適正な定員管理に取り組んだ結果、総職

員数については、平成１８年まで１０年連続で減少して

いる。

今後とも、厳しい財政状況の中、住民の理解や信

頼を得ながら、民間でできることは民間に委ね、真

に行政として対応しなければならない政策・課題等

に重点化した簡素で効率的な行政を実現するため、

各地方公共団体には計画的かつ中長期的な視点で適

正な定員管理に取り組むことを期待するものである。

おわりに

集中改革プランの数値目標と
進捗状況（別表－６）

職務上の地位別職員数（表－６）
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表－６　職務上の地位別職員数＜一般行政職＞
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別表１　平成１３年～平成１８年部門別職員数［市（大阪市・堺市を除く）・町村・組合分］
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別表１－２　平成１３年～平成１８年部門別職員数構成比の推移
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別表１－３　平成１３年～平成１８年部門別職員数対前年増減率の推移
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別表２　平成１８年４月１日現在職員数及び対前年増減員数
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別表３　職務上の地位別職員数（平成１８年４月１日現在）
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別表４　住民基本台帳人口千人当たりの職員数（平成１４年～１８年）
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別表５　一般行政職における女性職員の割合
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別表６　集中改革プラン（平成１７年～２２年）における定員管理の数値目標の進捗状況（Ｈ１８.４.１時点）
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